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2017年3月17日 
旭有機材株式会社 

 
内部統制体制構築の基本方針の改定に関するお知らせ 

 
当社は、本日開催の取締役会において、内部統制体制構築の基本方針を下記のとおり 
改定することを決議いたしましたので、お知らせいたします。（変更箇所につきまして
は、下線で示しております） 
 

記 

Ⅰ．取締役および使⽤⼈の職務の執⾏が法令及び定款に適合することを確保するための
体制 
①当社および当社の子会社（以下、「当社グループ」という）の取締役（監査等委員であ

る者を含む。）、当社の業務執⾏の権限を委譲された執⾏役員、および従業員（以下、
総称して「役職員」という）は、法令、定款の遵守は⾔うまでもなく、社会の構成員と
して求められる社会倫理規範に基づき⾏動する責務を負っている。この認識に基づき、
当社はグループ理念およびこれを実践するための根本規則として企業倫理要綱を定め、
その徹底を図るために定期的に教育を⾏う。また、当社グループの財務報告の信頼性を
確保するための適正な体制を維持する。なお、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会
的勢⼒に対しては、いかなる関係も持ってはならないと定めた企業倫理要綱に従って、
当社グループを挙げて毅然とした態度で対応する。 

②監査等委員会設置会社である当社の監査等委員は、取締役会やその他の重要会議に出席
し、監査等委員会が定めた監査方針の基に、当社グループの各部門の業務執⾏状況につ
いて定期的に実地監査を⾏なうなど、法令および定款に対する当社グループの役職員に
よる業務執⾏状況について監査を⾏い、その結果を当社の取締役会において定期的に報
告する。 

③当社は「取締役会規程」に基づき、月1回以上、取締役会を開催する。また、監査等委
員を含む各取締役は、取締役会その他の会議体への出席等を通じて、取締役の職務執⾏
状況および執⾏役員の業務執⾏状況を把握し、その監督を⾏う。 

④当社グループにおける経営方針等の最重要事項については、「取締役会規程」等におい
て定められた具体的な基準に基づき、当社の取締役会にて決定する。 

⑤当社の業務執⾏を⾏う取締役および執⾏役員は、「決裁権限者規程」その他の社内規程
に従って、その職務に責任を持ち、業務を執⾏する。また、従業員も同様に、「決裁権
限者規程」その他の社内規程に従って、その職務に責任を持って業務を執⾏し上位の取
締役および執⾏役員がそれを監督する。 

⑥当社および国内子会社の役職員の通常の報告経路から独⽴した社内通報制度である「企
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業倫理ホットライン」（内部通報制度）による通報に真摯に対応し、当社グループの企業
倫理実践体制を強化する。 

⑦当社グループの役職員による業務の執⾏状況を内部監査部門が「内部監査規程」に従っ
てモニタリングし、法令および社内規程の遵守状況等を定期的に当社の代表取締役社⻑
執⾏役員および監査等委員会に報告するとともに、適切な指導を⾏う。また、監査等委
員会は当社グループの役職員による業務執⾏状況に問題があると認めるときは、意⾒を
述べるとともに、改善策の策定を求める。 

 
Ⅱ．取締役の職務の執⾏に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①当社の取締役および執⾏役員は、株主総会議事録、取締役会議事録、決裁書類等を法令
および社内規程に従い作成し、適切に保存・管理する。 

②当社の経営会議議事録その他経営および職務の執⾏に係る重要な情報や決定事項など
は、所管部場にて作成し、「情報管理基本規程」その他の社内規程に基づき、適切に保存・
管理する。なお、これらの情報の保存・管理状況については、内部監査部門が定期的に
確認する。 

 
Ⅲ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①当社グループの企業活動に伴う損失の危険の管理については、リスクの優先順位付けを
⾏ない、優先順位付けされた個々のリスクにつき、その発⽣を未然に防⽌するための⼿
続・体制や、発⽣した場合の対処方法等を定める社内規程として、「リスク管理規程」
を設けている。同規程では、「経営戦略リスク」と「業務リスク」の管理方法を定め、
業務リスクの管理をより適切に実⾏するために、当社取締役会の直属機関として、社⻑
執⾏役員を委員⻑とする「リスク管理委員会」を設置し、定期的に重要な業務リスクの
対応方針を決定している。また、発⽣した重要な事象については当社の取締役会に報告
する。 

②当社グループ全社に関わる損失の危険の管理については、リスク管理委員会および当社
の管理本部が全社的な観点からこれに対処するとともに、事業継続計画（ＢＣＰ）、輸
出管理法規や独占禁⽌法の遵守体制、財務報告の信頼性を確保する体制の整備など、組
織横断的なチェック機能や牽制体制を構築し、法令に反した不適正な業務執⾏を防⽌す
る。 

③当社の取締役会、経営会議およびその他の重要な会議において、業務執⾏を⾏う取締役、
執⾏役員および経営幹部の従業員により、遺漏なく当社グループの業務執⾏に関わる重
要な報告を定期的に⾏う。 

④子会社において非常事態が発⽣した場合は、当社が定める「全社リスク対策本部の設置
及び初期対応基準」に従い、当社と子会社とが連携してその対策を検討・決定し、迅速
かつ適切な対応を⾏う。 
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Ⅳ．取締役の職務の執⾏が効率的に⾏われることを確保するための体制 
①当社は、経営に関する機能分担を明確にして、権限委譲による意思決定と業務執⾏の迅

速化を図るため、執⾏役員制を導⼊している。また、業務を執⾏する取締役は執⾏役員
を兼務する。各執⾏役員は、取締役会が決定した経営方針に従い、代表取締役社⻑執⾏
役員の指揮・監督の下で、業務執⾏にあたる。 

②当社の代表取締役社⻑執⾏役員決裁事項については、その判断の確保と意思決定におけ
る透明性を目的として、経営会議を原則として、月1回開催し、当該事項について十分
な事前審議を⾏う。 

③当社は、代表取締役社⻑執⾏役員を議⻑とする経営会議において、各執⾏役員による当
社グループの業務執⾏状況の報告および経営に関する情報交換を⾏うこと等により、当
社グループ全体の職務執⾏の効率向上を図る。 

④当社グループの⽣産･販売･損益等に関する情報は、ＩＴを活⽤したシステムにより、迅
速･的確に当社の監査等委員である取締役を含む各取締役および執⾏役員に提供する。 

 
Ⅴ．当社及び子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するための体制 

①子会社の業務の適正を確保するために、当社のコーポレート・ガバナンス、コンプライ
アンス体制に準じた諸制度を子会社に導⼊し、その浸透を図る。 

②当社の執⾏役員を各子会社の「経営管理責任者」に任命し、当該「経営管理責任者」で
ある執⾏役員より各子会社の業務状況を当社の取締役会において定期的に報告する。 

③経営に影響を及ぼす重要な事項の決定に関する当社の関与の仕組みを明確にした「グル
ープ関係会社運営規程」に基づき、子会社を適切に管理する。  

④当社の監査等委員である取締役は、必要に応じて子会社の監査役を兼務し、取締役会そ
の他の重要会議に出席し、適宜、適正な意⾒を述べ、子会社の業務の適正化を図る。 

 
Ⅵ．監査等委員会がその職務を補助すべき使⽤⼈を置くことを決めた場合における当該

使⽤⼈に関する体制 
監査等委員会より、その職務を補助すべき使⽤⼈を置くことを求められた場合には、当
社の従業員から監査等委員会補助者を任命する。 

 
Ⅶ．前号の使⽤⼈の取締役（監査等委員である者を除く。）からの独⽴性に関する事項 

前項において、監査等委員会補助者をおいた場合には取締役（監査等委員である者を除く。）
からの独⽴性を確保する。 
 

Ⅷ．取締役及び使⽤⼈が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会へ
の報告に関する体制 

①当社グループの役職員は、当社の監査等委員会に報告すべき事項および方法について、
定められた規定に沿って報告する。 
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②監査等委員会は必要に応じて業務を執⾏する当社グループの役職員に報告を求める。 
③監査等委員会は、毎年度末に当社の監査等委員以外の各取締役に対し、取締役の職務執

⾏状況に関する確認書の提出を求める。 
④当社の監査等委員以外の取締役、執⾏役員および従業員は、業務執⾏に係る重要な会議

につき、監査等委員に招集の案内を送付し、監査等委員は必要に応じて会議に出席する。 
⑤「企業倫理ホットライン」（内部通報制度）の窓⼝業務を⾏う部署は、当該窓⼝宛に相

談・報告された内容を定期的に監査等委員会に報告する。 
 
Ⅸ．監査等委員会に報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保

するための体制 
①当社は、当社の監査等委員会へ報告を⾏った当社グループの役職員に対し、当該報告をし

たことを理由として不利な取扱いをすることを禁⽌し、その旨を当社グループの役職員へ
周知徹底する。また、「企業倫理ホットライン」（内部通報制度）に報告を⾏った当社グ
ループの役職員についても同様に取扱う。 

②監査等委員会は、当該委員会に報告を⾏った当社グループの役職員の異動、⼈事評価等に
おいて、不利な取扱いを受けていないか監視し、必要に応じて、当社グループの取締役に
その理由の開示を求める。 

 
Ⅹ．監査等委員の職務の執⾏について⽣ずる費⽤の前払い又は償還の⼿続その他の当該

職務の執⾏について⽣ずる費⽤又は償還の処理に係る方針に関する事項 
監査等委員がその職務の執⾏について⽣ずる費⽤の前払い又は償還の⼿続き等を請求し
た時は、監査等委員会の職務執⾏に必要でないと認められた場合を除き、速やかに処理を
する。 

 
Ⅺ．その他監査等委員会の監査が実効的に⾏われることを確保するための体制 

監査等委員会は、当社の代表取締役社⻑執⾏役員、内部監査部門および会計監査⼈、なら
びに当社グループの役職員とそれぞれ定期的に意⾒交換を⾏うとともに、当社グループの
役職員に対し業務執⾏に係る報告を定期的に求める。  
 

以上 


